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01   NOHMI REPORT

株主の皆様へ

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　ここに第67期上期（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）の営業の概況を報告いたします。

　当第２四半期におけるわが国経済は、外需の牽引などによって緩やかな回復傾向がみられるものの、

円高の進行などにより、不透明な状況となっております。

　当防災業界におきましては、民間設備投資の需要低迷が長引くなかで市場規模は縮小しており、ま

た、設置が義務化された住宅用火災警報器の出荷数は、普及率の上昇により減少傾向にあります。

　このような環境のなか、当社グループは積極的な営業活動に努めましたが、当第２四半期における

連結売上高は33,475百万円（前年同期比3.0％減）となりました。

　売上高の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備は12,724百万円（前年同期比1.3％減）、

消火設備は9,676百万円（前年同期比5.1％増）、保守点検等は9,025百万円（前年同期比13.8％減）、

その他は2,049百万円（前年同期比5.9％増）となりました。

　利益につきましては、厳しい受注環境で原価率が悪化したことなどにより、営業損失は254百万

円、経常損失は127百万円、四半期純損失は113百万円となりました。

　当第２四半期における総資産につきましては、受取手形及び売掛金8,868百万円の減少を主な要因

として、前連結会計年度末に比べ4,360百万円減少し、75,905百万円となりました。

　負債につきましては、流動負債は3,453百万円の減少、固定負債は168百万円の減少となり、負債

合計は前連結会計年度末に比べ3,622百万円減少し、24,011百万円となりました。

　純資産につきましては、配当金の支払い等により、前連結会計年度末に比べ738百万円減少し、

51,894百万円となりました。

　以上のような状況でありますが、当中間配当金といたしましては１株につき７円50銭とさせていた

だきます。
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区　　　　　分 当第2四半期
（平成22年9月期）

前第2四半期
（平成21年9月期）

前期
（平成22年3月期）

受 注 高 （百万円） 44,790 43,269 77,798

売 上 高 （百万円） 33,475 34,512 84,149

経 常 利 益 （百万円） △�127 1,061 4,632

四 半 期（ 当 期 ） 純 利 益 （百万円） △�113 548 2,333

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） △�1.88 9.09 38.66

総 資 産 （百万円） 75,905 77,492 80,266

純 資 産 （百万円） 51,894 51,170 52,632

業績の推移（連結）

財務ハイライト

能美防災株式会社
代表取締役社長　橋　爪　　毅

　株主の皆様におかれましては、今後とも何と

ぞ格別のご理解とご支援を賜りますようお願い

申し上げます。
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03   NOHMI REPORT

第2四半期財務諸表（連結）

第2四半期連結貸借対照表の要旨（平成22年9月30日現在）

期　別
科　目

当 第 2 四 半 期
連結会計期間末

前 第 2 四 半 期
連結会計期間末

資 産 の 部 75,905 77,492

流 動 資 産 54,202 58,070

現 金 及 び 預 金 18,752 17,558

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 17,092 17,669

有 価 証 券 2,000 2,000

商 品 及 び 製 品 3,161 3,264

仕 掛 品 911 1,094

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,773 4,007

未 成 工 事 支 出 金 6,429 10,018

そ の 他 2,358 2,644

貸 倒 引 当 金 △� 277 △� 187

固 定 資 産 21,703 19,422

（ 有 形 固 定 資 産 ） 12,460 10,112

（ 無 形 固 定 資 産 ） 1,382 1,292

（投資その他の資産） 7,859 8,016

投 資 有 価 証 券 2,852 2,846

そ の 他 5,185 5,382

貸 倒 引 当 金 △� 178 △� 211

資 産 合 計 75,905 77,492

80,266
75,905

■総資産■総資産 （単位  百万円）
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77,492
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（単位　百万円）

期　別
科　目

当 第 2 四 半 期
連結会計期間末

前 第 2 四 半 期
連結会計期間末

負 債 の 部 24,011 26,322

流 動 負 債 17,666 19,765

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 7,812 7,274

短 期 借 入 金 33 34

未 払 法 人 税 等 103 515

賞 与 引 当 金 1,708 1,786

完 成 工 事 補 償 引 当 金 39 53

工 事 損 失 引 当 金 319 120

そ の 他 7,648 9,980

固 定 負 債 6,344 6,556

退 職 給 付 引 当 金 5,381 5,516

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 556 627

負 の の れ ん 11 22

そ の 他 394 390

純 資 産 の 部 51,894 51,170

株 主 資 本 50,790 50,032

資 本 金 13,302 13,302

資 本 剰 余 金 12,745 12,745

利 益 剰 余 金 24,984 24,220

自 己 株 式 △� 241 △� 235

評価･換算差額等 17 90

その他有価証券評価差額金 45 24

為 替 換 算 調 整 勘 定 △� 28 66

少 数 株 主 持 分 1,086 1,046

負 債 純 資 産 合 計 75,905 77,492

■純資産■純資産 （単位  百万円）

10,000
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40,000

60,000

50,000

0 前期前第2四半期 当第2四半期

51,170 52,632 51,894

■自己資本比率■自己資本比率 （単位  %）
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0 前期前第2四半期 当第2四半期

64.2 66.964.7
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05   NOHMI REPORT

（平成22年4月1日～平成22年9月30日）

期　別
科　目 当第2四半期連結累計期間 前第2四半期連結累計期間

売 上 高 33,475 34,512

売 上 原 価 24,215 23,980

売 上 総 利 益 9,260 10,532

販売費及び一般管理費 9,515 9,616

営 業 利 益 △ 254 915

営 業 外 収 益 226 242

受 取 利 息 ・ 配 当 金 （34） （46）

そ の 他 （192） （196）

営 業 外 費 用 99 96

支 払 利 息 （1） （1）

そ の 他 （97） （94）

経 常 利 益 △ 127 1,061

特 別 利 益 51 —

特 別 損 失 28 23

税金等調整前四半期純利益 △ 104 1,038

法 人 税 等 △� 39 439

少数株主損益調整前四半期純利益 △ 64 —

少 数 株 主 利 益 48 49

四 半 期 純 利 益 △ 113 548

第2四半期連結損益計算書の要旨

■売上高■売上高 （単位  百万円）
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■営業利益■営業利益 （単位  百万円）
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（単位　百万円）
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第2四半期連結キャッシュ・フロ－計算書の要旨（平成22年4月1日～平成22年9月30日）

期　別
科　目 当第２四半期連結累計期間 前第２四半期連結累計期間

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 3,895 3,339

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △� 3,444 △� 1,219

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △� 483 △�� 611

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △� 17 �� 23

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △� 50 1,531

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 19,479 16,856

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末残高 19,429 18,388

（単位　百万円）

■経常利益■経常利益 （単位  百万円）

0
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■純利益■純利益 （単位  百万円）

0

1,000

3,000

2,000

-1,000 前期
前第
2四半

期
当第
2四半

期

2,333

△113

548
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07   NOHMI REPORT

TOPICS

三郷市に新たな研究開発センターを開設
埼玉県三郷市に新たに研究開発センターを開設しました。
これにより、各所に点在していた開発部隊を統合・再編
成し、業務の効率化、総合開発力の強化を図るとともに、
各種研究設備を新たに導入することで、試験の効率化、
新技術への対応も強化してまいります。研究開発活動の
更なる効率化・迅速化を推進するとともに、各分野の専
門技術者の力を結集することで、機能・コスト・品質に
優れた新製品のタイムリーな市場提供に努めてまいり�
ます。

住宅用火災警報器
当社の住宅用火災警報器「まもるくん10」は、より一層
の安心・安全を提供するために製品のラインアップをそ
ろえています。例えば無線式連動型は、無線で連動する
ことで設置されたすべての警報器が音声で警報し、家中
に火災をお知らせします。また「火災移報アダプタ」は、
無線式連動型にフラッシュライトなどの外部接続機器を
連動させることができます。消防法により、平成23年5月
末までに、すべての一般住宅への住宅用火災警報器の設
置が義務付けられています。当社は、引き続き全社一丸
となって、新築住宅・賃貸住宅・一般住宅向けの町内会
による共同購入など、いろいろなルートを通じて普及促
進に努めてまいります。

火災移報アダプタ
ピー
ヒュー

ヒュー

火事で
す

火事で
す

フラッシュライト
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大株主

株 主 名 持 株 数 出資比率

セ コ ム 株 式 会 社 30,598千株 50.3%

能美防災代理店持株会 1,820 3.0

能美防災取引先持株会 1,653 2.7

能美防災従業員持株会 1,256 2.1

株 式 会 社 三 菱
東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,000 1.6

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口） 905 1.5

富 士 電 機 ホ ー ル
デ ィン グ ス 株 式 会 社 855 1.4

能美防災安衛協持株会 766 1.3

株式会社三井住友銀行 765 1.3
東 京 海 上 日 動
火 災 保 険 株 式 会 社 745 1.2

（平成22年9月30日現在）

取締役および監査役

代表取締役会長 田 上 　 征
代表取締役社長 橋 爪 　 毅
専 務 取 締 役 田 山 雄 史
常 務 取 締 役 橘 　 幸 正
常 務 取 締 役 内 山 　 順
常 務 取 締 役 梶 田 和 男
常 務 取 締 役 森 　 俊 幸
取 締 役 樋 口 公 啓
取 締 役 佐 藤 興 一
取 締 役 森 下 秀 生
取 締 役 澤 野 眞 琴
取 締 役 荒 井 　 一
取 締 役 藤 井 清 隆
取 締 役 曽 田 義 則
取 締 役 五 十 嵐 　 　 　 明
取 締 役 石 井 博 明
取 締 役 伊 藤 龍 典
取 締 役 隂 山 敬 司

常 勤 監 査 役 椎 名 宏 之
常 勤 監 査 役 能 　 美 　 昌 二 郎
監 査 役 山 下 　 尚
監 査 役 石 　 井 　 藤 次 郎
監 査 役 西 垣 博 志

会社の概況（平成22年9月30日現在）

設 立 昭和19年５月５日

資 本 金 13,302,282,161円

株 式 数 発行可能株式総数�160,000,000株
発行済株式の総数� 60,832,771株

株 主 数 4,393名（前期末比　19名減）

従 業 員 数 2,249名（連結）
1,456名（個別）

会社の概況
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09   NOHMI REPORT

企業集団の主要な事業所等

名　称 所　　　在　　　地
本 社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号

支 社

北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、
茨城（水戸市）、北関東（さいたま市）、
西関東（八王子市）、丸の内（千代田区）、
千葉、横浜、長野、静岡、名古屋、金
沢、大阪（吹田市）、京都、神戸、広島、
岡山、九州（福岡市）、熊本

営 業 所

青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群
馬（高崎市）、岐阜、三重（津市）、富山、
福井、高松、松山、長崎、大分、宮崎、
鹿児島、沖縄（那覇市）他16箇所

工 場 三鷹、メヌマ（熊谷市）
城東事務所 江東区

研究開発
センター 三郷市、熊谷市

① 当社

名　　　　　　称 所　在　地
日 信 防 災 株 式 会 社 千 代 田 区
能 美 設 備 株 式 会 社 新 宿 区
防災エンジニアリング株式会社 江 東 区

② 主要な子会社等

企業集団の主要な事業内容

　イ．防災に関する受託実験・企画・提案
　ロ．�各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施

工、保守
　ハ．上記機器の設計、製造、販売
　ニ．�駐車場車路管制システムの設計、製造、施工、販

売及び保守
　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであ
ります。

（主な防災設備）
　　�火災報知設備、防火・防排煙設備、消火設備（スプ
リンクラーなど）、ガスもれ警報設備、非常用放送
設備、避難誘導設備、防犯警報設備、各種防災機器
（消火器など）

（主なアプリケーション・システム）
　　�ビル・地下街防災システム、文化財防災システム、
住宅防災システム、工場防災システム、船舶・車
両・航空機防災システム、環境監視システム

　企業集団の事業内容を種類別セグメントで表しますと
下記のとおりであります。

セグメント別 主　要　営　業　品　目

火災報知設備

火災報知設備、防火・防排煙設備、
ガスもれ警報設備、非常用放送設
備、避難誘導設備、住宅防災シス
テム、環境監視システム

消 火 設 備
スプリンクラーなど消火設備、プ
ラント防災システム、トンネル防
災システム

保 守 点 検 等 各種防災機器に係る保守点検・補
修業務

そ の 他 防犯警報設備、駐車場車路管制シ
ステム
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事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎年６月開催

基 準 日 定 時 株 主 総 会
期 末 配 当 金
中 間 配 当 金

毎年３月31日
毎年３月31日
毎年９月30日

単 元 株 式 数 1,000株

公 告 の 方 法 当社の公告方法は、電子公告とします。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告をす
ることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行いま
す。なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、
そのアドレスは次のとおりであります。
�http://www.nohmi.co.jp/

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出およびご照会は、口座
のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されていない株主様は、下
記の電話照会先にご連絡ください。

株主名簿管理人および�
特別口座の口座管理機関

大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

株 主 名 簿 管 理 人�
事 務 取 扱 場 所

東京都中央区八重洲二丁目３番１号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 郵 便 物 送 付 先 ） 〒183-8701　東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

（ 電 話 照 会 先 ） ☎0120-176-417

イ ン タ ー ネ ッ ト（ホームページURL） http://�www.sumitomotrust.co.jp/
STA/retail/service/daiko/index.html

買 増 制 度 の 採 用 当社は単元未満株式に不足分を買増して単元株式（1,000株）
におまとめいただけるよう単元未満株式の買増制度を採用し
ております。

株主メモ
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〒102-8277　東京都千代田区九段南４-７-３
電話（03）3265-0211（代表）
URL��http://www.nohmi.co.jp/
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